
 

瀬戸内荘ショートステイ運営規程 

 
第１条 （目的） 

   この規定は、社会福祉法人かぶと会が設置運営する指定短期入所生活介護事業及び指定介護

予防短期入所生活介護事業の運営及び利用について必要な事項を定め、事業の円潤な運営を

図ることを目的とする。 

 

第２条 （基本方針） 

   指定居宅サービスに該当する短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護事業は、利用

者が可能な限り居宅においてその有する能力に応じ自律した生活を営むことができるよう、

入浴、排泄、食事その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身

の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものとする。 

 

第３条 （運営の方針） 

   本事業所において提供する短期入所生活介護及び介護予防短期入所生活介護事業は、介護保

険法並びに関係する厚生省令、告示の趣旨及び内容に沿ったものとする。 

 

第４条 （事業所の名称等） 

   事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

  一、名 称  瀬戸内荘ショートステイ 

  二、所在地  笠岡市横島１９４４－１ 

 

第５条 （従業員の職種、員数及び職務内容） 

   本事業所に勤務する管理者及び職員等の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

  一、管理者 １名 

     管理者は職員等の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

  二、医 師 １名 

     医師は利用者の健康状態を把握し、必要な治療を行う。 

  三、生活相談員 １名以上 

     生活相談員は、利用者及び家族の必要な相談に応じるとともに、適切なサービスが提供 

    されるよう、事務所内のサービスの調整、居宅介護支援事業者等他の機関との連携におい 

    て必要な役割を果たす。 

  四、看護職員 １名以上 

     看護職員は、健康チェック等を行うことにより利用者の健康状態を的確に把握するとと 

    もに、利用者が各種サービスを利用するために必要な処置を行う。 

  五、介護職員 １２名以上 

     介護職員は短期入所生活介護の提供にあたり利用者の心身の状況等を的確に把握し、利 

    用者に対し、適切な介助を行う。 

  六、機能訓練指導員 １名以上 

     機能訓練指導員は、利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するために必 

    要な機能訓練等を行う。 



 

  七、栄養士 1名以上 

     食事の献立作業、栄養計算、入所者に対する栄養指導等を行う。 

  八 介護支援専門員 1人以上 

       施設サービス計画の作成等を行う。 

  九、事務職員 １名以上 

     必要な事務を行う。 

 

第６条 （利用者定員） 

   １日の利用定員は１６名とする。 

 

第７条 （営業日及び営業時間） 

   年中無休の２４時間体制とする。 

 

第８条 （指定短期入所生活介護の開始及び終了） 

   利用者の心身の状況により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出張等の理由により、又 

  は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図るため、一時的に居宅において日常生 

  活を営むのに支障がある者を対象に、指定短期入所生活介護を提供するものとする。 

 ２．居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携 

  により、指定短期入所生活介護の提供の開始前から終了後に至るまで利用者が継続的に保健医 

  療サービス又は福祉サービスを利用できるよう必要な援助に努めるものとする。 

 

第９条 （短期入所生活介護の取扱い） 

   利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状態等利用者の心身の状

況を踏まえて、日常生活に必要な援助を妥当適切に行うものとする。 

 ２．相当期間以上にわたり継続して入所する利用者は、短期入所生活介護計画に基づき、利用者 

  の機能訓練及びその者が日常生活を営む上で必要な援助を行うものとする。 

 ３．指定短期入所生活介護の提供に当たっては、あらかじめ、利用者又は家族に対し、当該サー 

  ビスの内容及び費用の額について説明を行い、当該サービスの内容及び費用の額を明示した文 

  書に、利用者等の署名を受けることにより行うものとする。 

 ４．指定短期入所生活介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を 

  保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を 

  行わない。 

 ５．自らその提供する指定短期入所生活介護の質の評価を行ない常にその改善を図るものとす

る。 

 

第10条 （短期入所生活介護計画の作成） 

   相当期間以上にわたり継続して入所することが予定される入所者については、利用者の心身 

  の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、指定短期入所生活介護の提供の開始前か 

  ら終了に至るまでの利用者が利用するサービスの継続性に配慮して、他の短期入所生活介護従 

  業者と協議の上、サービスの目標、また、その目標を達成するための具体的なサービスの内容 

  等を記載した短期入所生活介護計画を作成するものとする。 

 ２．管理者は、その責任において、それぞれの利用者に応じた短期入所生活介護計画を作成し、 



 

  利用者又は家族に対し、その内容等について説明するものとする。 

 ３．既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成するものとす 

  る。 

 

第11条 （指定短期入所生活介護の内容） 

   内容は下記項目を主体として行う。 

 １．介護 

  (1)介護に当たっては、利用者の心身の状況に応じ、利用者の自立の支援と日常生活の充実に

資するよう、適切な技量をもって行うものとする。 

  (2)１週間に２回以上、適切な方法により、利用者を入浴させ、又は清拭するものとする。 

  (3)利用者の心身の状況に応じ、適切な方法により、排泄の自立について必要な援助を行うも

のとする。 

  (4)排泄用具を使用する利用者に対し、適切な排泄介助を行うものとする。 

  (5)その他、趣味、着替え、整容等日常生活上の援助を適切に行うものとする。 

  (6)常時１人以上の介護職員を介護に従事させるものとする。 

  (7)その利用者に対して、利用者の負担により、当該指定短期入所生活介護事業所従事者以外

の者による介護は受けさせないものとする。 

 ２．食事の提供 

  (1)利用者の食事は、栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好を考慮したものとするとともに、

適切な時間に行うものとする。 

  (2)利用者の食事は、その者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂で行われるよう

努めるものとする。 

 (3) 利用者の栄養状態の維持及び改善を図り、自律した日常生活を営むことができるよう、各

利用者の状態に応じた栄養管理を計画的に、多職種協働で行なう。 

３．機能訓練 

   利用者の心身の状況等を踏まえ、必要に応じて日常生活を送る上で必要な生活動作の改善又 

   は維持のための機能訓練を行うものとする。 

 ４．健康管理 

  (1)事業者の医師及び看護職員は、常に利用者の健康の状況に注意するとともに、健康維持の

ための適切な措置をとるものとする。 

  (2)事業者の医師は、利用者に対して行った健康管理に関し、その者の健康手帳の所要のペー

ジに必要な事項を記載しなければならない。ただし、健康手帳を有しないものについては、

この限りでない。 

 ５．相談及び援助 

   常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め利用者又はその家族 

  に対し、その相談に適切に応じるとともに、必要な提言その他の援助を行うものとする。 

 ６．その他のサービス 

  (1)教養娯楽等を備えるほか、適宜利用者のためのレクリエーション行事を行うものとする。 

  (2)常に利用者の家族との連携を図るよう努めるものとする。 

 

第12条 （短期入所生活介護の利用料） 



 

    本事業所がサービスを提供した場合の利用料の額は、介護報酬告示上の額とし、当該サー

ビスが法定代理受領サービスである時は、介護報酬告示上の額に「介護保険負担割合証」に記

載された負担割合を乗じた額とする。  

２．前項のほか次に掲げる項目の費用を重要事項説明書付属別表のとおり徴収する。 

 （1） 食事にかかる費用 

 （2） 居住費 

但し（1）（2）について「介護保険負担限度額認定証」交付対象者は、認定証に示されて

いる額とする 

(3)通常の送迎実施地域以外の送迎に要する費用 

   (4)電気代・貸し出し料金 

(5)複写物の交付 

(6)日常生活品の購入代金等ご契約者の日常生活に要する費用で利用者に負担いただくことが 

   適当であるものにかかる費用（実費） 

３．サービスの提供に当たって、利用者またはその家族に対し、サービスの内容及び費用につ

いて説明し、利用者の同意を得て文書に署名を受ける。 

 

第13条 （通常の送迎の実施地域） 

   通常の送迎の実施地域は、笠岡市、里庄町の区域とする。 

 

第14条 （サービス提供の記録） 

   指定短期入所生活介護を提供した際には、その提供日及び内容、当該指定短期入所生活介護 

  について、利用者に代わって支払いを受ける介護報酬の額、その他必要な記録を所定の書面に 

  記録する。 

 

第15条 （身体拘束等を行う際の手続き） 

   身体拘束等を許される場合の緊急やむを得ない場合（切迫性・非代替性・一時性）以外では 

  身体拘束等は行わないものとする。 

２．緊急やむを得ない場合の判断は、介護支援専門員・介護士・看護師・相談員等でカンファレ 

  ンスし、管理者または介護主任の責任において判断するものとする。 

３．管理者、または介護主任、介護支援専門員、主任相談員等は、本人または家族に対して、身 

  体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等をできるだけ詳しく説明し、同意を 

  得るものとする。 

４．身体拘束等を行う場合は、期間を定めて、常に観察、再検討し、要件に該当しなくなった場 

  合は、直ちに解除するもととする。 

 ５．身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを 

  得ない理由を記録するものとする。 

 

第16条（虐待防止等） 

虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講じる。 

  ２.虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、

職員に周知徹底を図る。 



 

 ３.虐待の防止のための指針を整備する。 

 ４.従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

 ５.上記措置を適切に実施するための担当者を置く。 

６.虐待等が発生した場合の相談・苦情・報告体制に関しては、以下のように定める。 

（1）職員等が利用者への虐待を発見した場合、担当者、または上席者等に報告する。 

（2）担当者、または他の上席者は、苦情相談窓口を通じての相談や、上記職員等からの相談及

び報告があった場合には、報告を行った者の権利が不当に侵害されないよう細心の注意を払

った上で、上記職員と、必要に応じて関係者から事実確認を行う。これら確認の経緯は、時

系列で概要を整理する。 

（3）事実確認の結果、虐待等の事象が事実であることが確認された場合には、当人に対応の改

善を求め、就業規則等に則り必要な措置を講じ、利用者・家族へ正確に事実の報告と、謝罪、

改善対応の報告をする。 

（4）上記の対応を行ったにもかかわらず、善処されない場合や緊急性が高いと判断される場合

は、市町村の窓口等外部機関に報告、相談する。（下記参照） 

（5）事実確認を行った内容や、虐待等が発生した経緯等を踏まえ、人権尊重委員会において当

該事案がなぜ発生したか検証し、原因の除去と再発防止策を作成し、職員に周知する。 

（6）施設内で虐待等の発生後、その再発の危険が取り除かれ、再発が想定されない場合であっ

ても、事実確認の概要及び再発防止策を利用者・家族と市町村に報告する。また必要に応じ、

関係機関や地域住民等に対して説明し、報告を行う。 

 

虐待事例相談窓口 

    笠岡市長寿支援課  住所；笠岡市中央町1－1  電話；0865－69－2139 

 

第17条 （秘密保持） 

   本事業所の従業者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密保持を厳守する。 

 ２．従業者であった者が、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を漏らすことのないよう、必要 

  な措置を講じる。 

 

第18条 （苦情処理） 

   提供した指定短期入所生活介護に関する利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に対応す 

  るため、受付窓口の設置、担当者の設置、事実関係の調査の実施、改善措置、利用者又は家族 

  に対する説明、記録の整理その他必要措置を講じるものとする。 

 

第19条 （衛生管理） 

   短期入所生活介護に使用する備品等を清潔に保持し、定期的な消毒を施す等、常に衛生管理 

  に十分留意するものとする。 

 ２．従事者は、感染症等に関する知識の修得に努める。 

 

第20条 （事故発生時の対応） 

   サービスの提供により事故が発生した場合には、速やかに県・市町村、家族等に連絡を行う

と共に、必要な措置を講じる。 

 ２．サービス提供により賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。ただし、

施設の責に帰すべからざる事由による場合は、この限りではない。 



 

 

第21条 （緊急時等の対応） 

   指定短期入所生活介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合、その他 

  必要な場合は、速やかに主治の医師又はあらかじめ事業者が定めた協力医療機関への連絡を 

  行う等必要な措置を講じるものとする。 

 

第22条 （非常災害対策） 

   短期入所生活介護の提供中に天災その他の災害が発生した場合、従業者は利用者の避難等適 

  切な措置を講ずる。また、管理者は、日常的に具体的な対処方法、設備点検及び協力機関等と 

  の連絡方法を確認し、災害時には避難等の連携をとる。 

 ２．非常災害に備え、地域住民や関係機関等と連携をとり、定期的に避難訓練を行う。 

 

第23条 （施設利用に関する留意事項） 

   危険物と判断されるものの持ち込みは禁止、又は介護室にて預るものとする。 

 ２．利用者は、居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って、利用するものとする。 

 ３．サービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると認められる場合には、従事者は利用 

  者の居室内に立ち入り、必要な措置をとることを認めるものとします。但し、その場合、従事 

  者は利用者のプライバシー等の保護について、十分な配慮をするものとする。 

 ４．利用者が事業所の施設、設備について、故意又は重大な過失により滅失、破損、汚損もしく 

  は変更した場合には、自己の費用により原状に復するか、又は相当の代価を支払うものとす

る。 

 ５．利用者の心身の状況等により特段の配慮が必要な場合には、協議の上、居室又は共用施設、 

  設備の利用方法等を決定するものとする。 

 

第24条 （その他運営についての留意事項） 

   従業者の質の向上を図るため、次のとおり研修の機会を設ける。 

   (1)採用時研修 採用後６ヵ月以内 

   (2)階層別研修 随時 

 ２．事業所は、この事業を行うため、ケース記録、利用者負担金収納簿、その他必要な記録、帳 

  簿を整備する。 

 ３．この規程の定める事項の他、運営に関する重要事項は、別に定めるものとする。 

 

附 則 

  この運営規程は平成１２年４月１日から施行する。 

  この運営規程は平成１４年４月１日から施行する。 

  この運営規程は平成１７年２月１日から施行する。 

  この運営規程は平成１７年１０月１日から施行する。 

  この運営規程は平成１８年１０月１日から施行する。 

  この運営規程は平成２０年７月１日から施行する。 

この運営規程は平成２６年４月１日から施行する。 

この運営規程は平成２７年４月１日から施行する。 



 

この運営規程は平成２７年８月１日から施行する。 

この運営規程は平成２８年１０月１日から施行する。 

この運営規程は平成３１年３月１日から施行する。 

この運営規程は２０１９年３月１日から施行する。 

この運営規程は２０２１年４月１日から施行する。 

この運営規程は２０２４年４月１日から施行する。 

 


